
　「地域密着型金融推進」の取組状況は、ニュースリリースやホームページを通じて皆様へお知らせするほか、ディスクロージャー
誌や投資家向け説明会などでお知らせしています。

　営業店と本部が連携し、グループ会社や外部専門家・外部機関との幅広いネットワークを活用してお客さまの経営課題の解決
に取り組んでいます。

中小企業等のお客さま
経営課題のご相談 最適なソリューション提供

管理責任者：取締役
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・税理士及び税理士会
・中小企業診断士
・経営指導員及び商工会議所、商工会、
　各連合会
・弁護士、 公認会計士
・経営コンサルタント
・長野経済研究所所属のアドバイザー
・公的機関及び支援事業者
・長野県事業引継ぎ支援センター
・中小企業活性化協議会
・認定経営革新等支援機関
・地域経済活性化支援機構
・事業再生ファンド
・事業承継ファンド
・事業再生 ADR 解決事業者　等

外部専門家・外部機関

● 事業、財務の現状分析や改善策の検討
● 事業内容や成長可能性を適切に把握（事業性評価）
● 経営改善計画策定、実行支援 等

営業店

● 同行訪問等による経営改善、
　事業再生への支援
● 外部専門家の紹介 等

本部（再生支援関連）
● ビジネスマッチング
● 成長分野・海外進出支援
● 事業承継コンサルティング 等

本部（営業支援関連）

　「八十二銀行の金融円滑化への取組方針」を定め、お客さまの資金需要やお借
入条件の変更などのご要望にお応えしています。中期経営ビジョン2021に取り組
むことで、地域密着型金融を推進していきます。

八十二銀行の
金融円滑化への取組方針

地域密着型金融の推進
　「健全経営を堅持し、もって地域社会の発展に寄与する」を経営理念に掲げる当行は、常に環境変化を先取り
し、質の高いサービスの提供を通して、地域の発展に貢献することを目指しています。

　当行グループ一体となって総合的な金融サービスを提供し、地域活力の源泉となる事業者さまをサポートしています。
　外部専門機関や当行海外拠点など幅広いネットワークを活用した多面的なコンサルティング機能を発揮し、創業期から世代交
代期までお客さまのライフステージに応じた最適なソリューションを提供しています。

企業のライフステージに応じたコンサルティング機能の発揮
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事業承継・M&A経営改善・事業再生支援成長起業・創業
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「第11回信州ベンチャーサミット」では、起
業家によるテーマ別ピッチや有識者による
メンタリングを通じて長野県内の創業機運
の醸成を図りました。

貿易実務のアドバイスから為替リスクヘッ
ジや海外進出のご相談まで、地銀有数の
海外拠点網とネットワークを活用し、お客
さまの海外ビジネスをサポートしました。

支援先数

165先

グローバル展開を
サポートするセミナーなど

補助金申請支援やさまざまなビジネス
マッチング、各種セミナー や商談会の活用
を通じて、お客さまの新事業展開や販路拡
大、経営の効率化等を支援しました。

ビジネスマッチング件数

624件 5回
アフターコロナにおける収益改善、原材料高騰などのコスト高への対策に
課題を抱えるお取引先企業に対し、経営改善計画の策定と実行を積極的
に支援しています。コンサルティング機能の強化も進め、経営改善支援や
事業の成長に資するソリューション提供にも力を入れています。

経営改善支援取組先数

258先
後継者への円滑な自社株式の承継や、戦略的な事業の選択と集中など、
一段と高まるM＆Ａと事業承継ニーズにお応えするため、専門的なサポー
トチームがワンストップでお客さまの課題解決をお手伝いしています。

事業承継・M＆A・転廃業支援先数

391先

経営改善支援の実績
経営改善支援取組先数α 258先

再生計画の策定・実行を支援している先数β 244先
再生計画策定率（γ/β） 46.7%

再生計画策定先数γ 114先
再生計画の策定・実行を支援している先数β 244先

ランクアップ先数（δ/α） 6.5%
ランクアップ先数δ 17先
経営改善支援取組先数α 258先

事業承継コンサルティング
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M&Aアドバイザリー

現状分析・課題の抽出
プランの検討・プランの策定等

相手先の発掘・相手先への提案
M&A条件整理・交渉全般助言等

士業専門家等

お客さま お客さま M&A
対象企業

発掘・提案
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・士業専門家

八十二銀行の経営者
保証等に関する
取組方針

経営者保証に依存しないご融資をさらに拡大し、お客さまの柔軟かつ円滑な資金調達をご
支援するため、2023年3月20日に「経営者保証等に関する取組方針」を定め公表しました。
2023年4月より、この取組方針に沿った経営者保証の取扱いを開始しています。 

経営者保証に関する取組み 取組実績 2021年上期 2021年下期 2022年上期 2022年下期
新規に無保証で融資した件数（新規融資件数に占める無保証融資件数の割合） 3,714（40.0％） 3,494（37.0％） 3,569（40.2％） 3,410（36.3％）
事業承継時における保証徴求件数/割合（前経営者・新経営者双方の保証徴求せず） 3件/0.7％ 0件/0％ 0件/0％ 0件/0％
同（新経営者のみ） 216件/53.7％ 133件/54.5％ 148件/56.3％ 242件/63.4％
同（前経営者のみ） 170件/42.3％ 110件/45.0％ 114件/43.3％ 140件/36.6％
同（前経営者・新経営者双方） 13件/3.3％ 1件/0.5％ 1件/0.4％ 0件/0％

基本方針

地域やお客さまに対する積極的な情報発信

主な取組項目（2022年度）

態勢整備の状況

63 統合報告書 2023 64統合報告書 2023

価値創造の源泉 価値創造のための戦略 コーポレートデータ価値創造のための戦略


